
別紙

Ⅰ．事業評価総括表 （単位：円）

番号 措　置　名 交付金事業の名称
交付金事業者名又は
間接交付金事業者名

交付金事業に
要した経費

交付金充当額 備　考

1 地域活性化措置 奈井江町認定こども園運営事業 奈井江町 5,846,000 5,846,000 総事業費6,358,500円



Ⅱ．事業評価個表（平成30年度）

事業期間の設定理由

交付金事業の成果目
標及び成果実績

成果目標 成果指標 単位 評価年度 平成30年度

町内入所対象人
口に対する入所
割合56%（平成

33年度）

町内入所対象
人口に対する
入所割合
（%）

成果実績 ％ 65.7%
目標値 ％ 56.0%

達成度 ％ 117.3%

評価年度の設定理由
事業終了に伴い早期に評価を行うため。

交付金事業の定性的な成果及び評価等

番号 措置名 交付金事業の名称
1 地域活性化措置 奈井江町認定こども園運営事業

交付金事業に関係す
る都道府県又は市町
村の主要政策・施策
とその目標

交付金事業に関係する主要政策・施策：
　奈井江町第６期まちづくり計画（平成27～33年度）
　　政策の大綱「２　健康でいきいきと暮らすために」
　　　●核家族化や就労家庭の増加など、子どもを取り巻く社会環境が大きく変化する中で、安心
して子どもを産み、育てることができる環境をつくるため、多様化する保育・教育や子育て支援の
ニーズに応えた様々な取り組みを進めます。

目標：
　町内入所対象人口に対する入所割合56%（平成30年度）
　（算出根拠：入所者数98人÷入所対象人口175人=56.0％）
事業を行うことが必要な理由、現状と問題点、期待される効果：
　　当町では、人口減少や地域活性化の対応策として子育て世帯への移住・定住政策の充実を図る
中で、子育て世帯の転入等により子育て環境の充実が大きな政策課題となっていることに加え、近
年はひとり親家庭や経済的な課題を抱える家庭が増加し、保育士の体制が必要となる0歳～2歳児の
保育ニーズが高まっています。
　このことから、保育士の人員の充実確保を図るため本交付金を活用し、子育て世帯が安心して子
育てができる環境の提供を図り、地域住民の福祉の向上を図ります。

事業開始年度 平成30年度 事業終了（予定）年度 平成30年度

交付金事業者名又は間接交付金事業者名 奈井江町
交付金事業実施場所 奈井江町字奈井江町

交付金事業の概要
町全体として子育て世帯が安心して子育てができる環境を提供するため、本交付金を活用し、要保
育児受け入れのための人員確保を行います。（認定こども園に係る保育士４名の人件費5か月分）



交付金事業の担当課室 ふるさと商工観光課
交付金事業の評価課室 ふるさと商工観光課

契約の目的 契約の方法 契約の相手方 契約金額
保育士の人件費 雇用 保育士4名 5,846,000

交付金事業の契約の概要

交付金充当額 6,494,000 6,628,000 5,846,000
うち文部科学省分

総事業費 7,135,646 7,170,116 6,358,500

うち経済産業省分 6,494,000 6,628,000 5,846,000

交付金事業の総事業
費等

平成28年度 平成29年度 平成30年度 備　考

交付金事業の活動指
標及び活動実績

活動指標 単位 平成28年度 平成29年度

21

評価に係る第三者機関等の活用の有無
無

20
達成度 ％ 100.0% 100.0% 100.0%

平成30年度
保育士の雇用量

（雇用人数（人）×雇用期
間（月））

活動実績 人月 21 21 20
活動見込 人月 21

標及び成果実績

本交付金の活用により、当該認定こども園の保育士を加配し、保育士４名分の人件費５か月分を確
保することができました。次年度に向けては、引き続き低年齢児クラスへの保育士の加配を含め、
高年齢児クラスにおいても年間を通じて変動する保育ニーズに対して的確に保育士を配置し、町内
全体の保育ニーズに対する施設の体制の充実を図っていきます。


